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なぜミドルのセカンドキャリア支

援を、「後ろ向き」から「前向き」に

転じていく必要があるのか。まずは

マクロな視点から迫ってみよう。な

おこの企画でいうミドル世代は概ね

40代の人たちを指し、とりわけ1988

年から1992年ごろに入社した「バブ

ル世代」（大卒なら40代後半に相当）

を念頭に置く。企業内で大きなボリ

ュームを占める彼らの処遇を課題に

挙げる人事担当者は少なくない。

成熟分野の、主に大手企業に存在

するミドルと、成長分野のベンチャ

ーや中堅中小企業をマッチングする

仕組みづくりを目指す、経済産業省

の「多様な『人活』支援サービス創出

事業」。この事業を担当する産業人

材政策室長の小林浩史氏は、産業構

造審議会の予測を示しながら、「成

長分野では大きな人材ニーズが発生

することが予測される」と話す。

成長分野の人材ニーズ 

数百万人の規模に

この予測は、有望な産業の成長を

政策によって促せた場合、2010年と

2020年で就業者数がどう変化する

のかを示している。新たなエネルギ

ー産業や人材育成業を含む対事業所

サービスで約200万人、ヘルスケア

産業やクリエイティブ産業を含む対

個人サービスで約100万人が増加。

一方で農林水産業・鉱業・建設業や

電気・ガス・水道・運輸通信業では

100万人を超す減少を予測している

（右ページ図表）。

ミドル層の労働移動や前述の経産

省事業を調査研究するみずほ情報総

研のコンサルタント、田中文隆氏は

「こうした成長分野では若手の新卒、

中途採用も進んでいくだろうが、育

成に時間とコストがかかる。汎用性

の高いスキルを持つミドルの移動も、

Text = 五嶋正風（P26 〜 36）　　Photo = 平山 諭　　Illustration = 下谷二助

経済産業省
産業人材政策室長

小林浩史 氏

なぜ今、後ろ向き→前向きの
転換が求められるのか？

nd Career

「追い出し部屋」という言葉に象徴されるよう
に、「後ろ向き」なイメージが強いミドルのセカ
ンドキャリア支援。だが成長領域への人材シフ
トを実現するには、より多くのミドルの「前向
き」なセカンドキャリアへの転身が求められて
いる。後ろ向きから前向きへの転換へ何から手
をつけるべきか。3つの新提案をお送りする。

第2特集

（右ページ図表）。

ミドルのセカンドキャリア
後ろ向きへ新提案脱



2 6 N o . 1 2 6   O C T  - - - -  N O V   2 0 1 4 2 7N o . 1 2 6   O C T  - - - -  N O V   2 0 1 4

併せて進める必要がある」と話す。

新規に開業した事業所数は全体の

１割を切るが、雇用創出では全体の

４割近くを占めるというデータもあ

る。これらを併せて見れば、今後の

日本経済の発展のためにも、成熟分

野の大企業から成長分野のベンチャ

ーや中堅中小企業へ、まとまった規

模のミドルが移動していく道筋を作

る必要があるのだろう。

だが、バブル世代を中心としたミ

ドルは大企業の多数派でありながら、

転職率は低いというデータがある。

バブル世代とその下の団塊ジュニ

ア世代を含む、2012年時点の40 〜

44歳の雇用者数は、従業員数1000

人以上の企業で160万人超。最も多

い年齢層で、30 〜 34歳より30万人

以上多い（三菱ＵＦＪリサーチ＆コ

ンサルティング「日本経済ウォッチ

（2013年８月号）」）。

同じ年にリクルートワークス研究

所が実施したワーキングパーソン調

査によると、40代男性正社員の退職

経験率は50％。30代と比べて５ポイ

ント以上低い。

一方、メディアに登場するミドル

のセカンドキャリア支援に関するエ

ピソードは、「追い出し部屋」に代表

される、後ろ向きなものが目立つ。

「社内にはお願いする仕事がないと、

繰り返し伝えることを指示する退職

強要マニュアル」「人材会社が用意

した、机にパソコンが置かれただけ

の窓のない部屋で求人情報集め」

「退職勧奨を拒否したら、キャリア

とまったく関係ない倉庫作業に異

動」――。こうしたイメージの流布

も、ミドルの転職を押しとどめる一

因となっているかもしれない。

70歳まで働くなら 

45歳は中間点に

ミドルのセカンドキャリア支援は、

なぜ後ろ向きになるのか。法政大学

大学院政策創造研究科教授の石山恒

貴氏は、「企業も個人も、キャリア時

間軸の延長にうまく対応できていな

いことが影響している」と指摘する。

みずほ情報総研　社会政策
コンサルティング部
コンサルタント

田中文隆 氏

■ 2010年と2020年の産業別就業者数の変化 ■ 新規事業所の大きな雇用創出

対事業所サービスで約200万人、対個人サービスで約100万人が増える一方、農林水産業・鉱
業・建設業などでは100万人超の減少。特に大きな潜在需要が見込まれる３分野（ヘルスケア・
子育て、新たなエネルギー産業、クリエイティブ産業）で新産業が拡大した場合の推計。

618万人

371万人

4,408,050

410,354

62.4％

37.6％

91.5％

8.5％

雇用創出（万人）

存続事業所

開業事業所

事業所数

出典：経済産業省 産業構造審議会新産業構造部会
報告書「経済社会ビジョン『成熟』と『多様性』を力
に　価格競争から価値創造経済へ」（2012年）
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新規開業した事業所の数は全体の1割を切るが、雇用
創出では4割近くを占める。

キャリア時間軸の延長は、労働政

策研究・研修機構の千葉登志雄氏が

博士論文で提示した概念で、長く働

きたいシニアの増加、定年延長など

によって、65歳、70歳くらいまでキ

法政大学大学院
政策創造研究科教授

石山恒貴 氏
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ャリアを考える時間軸が延びてきて

いることを指す。「60歳定年なら、

45歳からは残り15年だが、70歳な

ら25年になり、45歳は職業人生の

中間点。キャリアのあり方を考える

意味も重みも変わってきます」（石

山氏）

職能主義を年功重視で運用する下

では、役割と報酬の乖離が、年齢を

重ねるほど起こりやすい。「職責と

報酬が乖離している場合、役職定年

や定年延長による再雇用時の一律年

収カットしか乖離を防ぐ術がない。

企業と個人が、キャリア時間軸の延

長を認識することで、ミドルやシニ

アの生きいきとした働き方も可能に

なるでしょう」。職責と報酬の乖離

がどうにもならなくなり、急に非常

手段が採用されるのは望ましくない

と、石山氏は話す。

正社員は会社のメンバーとして就

職し、職務や時間・空間の限定なく

働くことを受け入れる一方、定年ま

で年功賃金による生活保障を得る

「メンバーシップ型雇用」。労働政策

研究・研修機構の主席統括研究員、

濱口桂一郎氏は、そこに日本の労働

社会の特徴があると説く。中高年の

雇用政策は、1960年代以降に確立が

進んだメンバーシップ型雇用の影響

を大きく受けたという。

濱口氏によると、1960年代の雇用

政策は日本的なメンバーシップ型労

働社会を欧米風のジョブ型労働社会

に転換することを目指していた。そ

の背景には、年功賃金や企業内に閉

じた雇用慣行が中高年での貢献と報

酬の不整合につながり、退出を促す

傾向が強まることを、政府や経営者

側が認識していたことがある。

だが企業の現場で進んだのは、メ

ンバーシップ型雇用に沿う、処遇と

職務を切り離して潜在能力で査定す

る、能力主義の採用だった。「急速な

技術革新に対応する配置転換は、職

務主義では円滑に進めにくいと、現

場の人事は考えたのです」（濱口氏）

メンバーシップ型雇用は 

内部労働市場を重視

こうした企業現場での動きを受け、

1973年の石油危機を契機に政府の

雇用政策も大きく転換していく。特

に大企業はできる限り雇用維持を試

み、政府も雇用調整給付金でそれを

支援。雇用政策は外部労働市場の流

動性を志向するものから、内部労働

市場での雇用維持を志向するそれへ

と変化していった。「正社員の整理

解雇規制の厳格化による外部労働市

場の柔軟性不足を補おうと、配転、

出向、労働時間など、内部労働市場

の柔軟性を大きく認める方向に裁判

所も舵を切りました」（濱口氏）

内部労働市場を重視するメンバー

シップ型雇用のあり方は、外部労働

市場の活用を視野に入れるミドルの

セカンドキャリア支援に「後ろ向き」

となることに、少なからぬ影響を与

えたのだろう。

メンバーシップ型雇用が日本企業

の主流となり、雇用政策もそれを前

提とするように改められる一方、

「不景気に中高年が排出される傾向

は維持された」と濱口氏は指摘する。

1970年代の石油危機、1990年代のバ

ブル経済崩壊、21世紀に入ってのリ

ーマンショック……。不景気のたび

中高年はリストラのターゲットとな

ってきた。このまま「後ろ向き」状

態が続けば、次の不景気では中高年

となったバブル世代が人減らしの対

象となることは必至だろう。

日本企業がミドルのセカンドキャ

リア支援に「後ろ向き」であること

は、キャリア時間軸の延長にうまく

対応できていないことや、メンバー

シップ型雇用のあり方と関係してい

ることを見てきた。これらの変革に

は人事システムの全体的、根本的な

見直しも必要だろう。だがこの特集

では、セカンドキャリア支援を少し

でも「前向き」に変えるため、現場

キャリア時間軸の延長に対応しているか
このままでは、次はバブル世代が標的

労働政策研究・研修機構
主席統括研究員

濱口桂一郎 氏
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でできる取り組みを提案していきた

い。「できることから手をつけてい

く」ことの積み重ねが、大きな流れ

の変化につながっていくのではない

だろうか。

ここからミドルのセカンドキャリ

ア支援を「前向き」にしていくため、

３つの提案を示していく。支援の場

にはミドル本人、送り出し企業、受

け入れ企業、そして支援サービスが

登場する。また時系列に沿って、ミ

ドル自身のキャリア観形成、ミドル

と受け入れ企業のマッチング、受け

入れ企業での就業体験という３ステ

ップが考えられる。提案は各ステッ

プに対応させた。

提案 01 
対象を幅広く、時間をかけて

最初の提案はセカンドキャリアへ

の転身に先立って個々のミドルが取

り組むべき、自分らしいキャリア観

形成に関するものだ。

キャリア時間軸が延びているとい

う状況がある。今までの人生、キャ

リアを振り返り、身につけてきた強

みは何か、後半戦はどんな強みを生

かし、何をテーマに職業人生を歩む

のか。これらは短期間で答えの出る

問いではないだろう。「役職定年５

年前の50歳で」「退職対象者と決め

てから、再就職先を探してもらう」

ではなく、40代、場合によっては30

代から考える機会を作る必要がある。

そしてキャリア時間軸の延長は、

誰にでも訪れる。ローパフォーマー、

ハイパフォーマーにかかわらず、キ

ャリア観形成を促す対象者をできる

だけ広げていくべきだ。

提案 02 
ミドルの強みを「見える化」

転職市場での従来型のマッチング

では、経験した職種・業種や専門性、

年収などといったスキル・スペック

にばかりに注目が集まっている。

部下ばかりでなく上司、関係部署、

社外パートナーや顧客とコミュニケ

ーションを図ってプロジェクトを円

滑に運営するなど、ミドルらしい強

みに着目し、新しい仕事をマッチン

グすることはできないだろうか。

提案 03　 
本気の「お試し」が大事

上司や部下、社内外とのコミュニ

ケーション力がミドルの強みである

なら、その実際のところは働いてみ

なければ明確にはわからないだろう。

片道切符ではない出向、新卒採用

では活用されているインターンシッ

プといった枠組みを使って、ミドル

にこそお試しの機会を作るべきでは

ないだろうか。

次ページからは、これら３つの提

案に呼応する動きを紹介していく。

読者の皆さんの会社での、ミドルの

セカンドキャリア支援を変革してい

く具体的なイメージづくりに役立て

ていただければ幸いだ。

■ ミドルのセカンドキャリア支援へ ３つの新提案

前向き
・仕事のし方、環境変化への適応のし方
  などに注目
・ミドルの強みが言語化される
・受け入れ企業側も求める人物像が明確に

・働いてみなければわからない相性を
　確認できる
・合わない場合は、元に戻れる
・お試しできれば、受け入れ側も
　ハードルが下がる

・40代、場合によっては30代から幅広く
・いくつかのプログラムで、時間をかけて
・自分らしいキャリア観を形成し、
  次のステージへ

後ろ
向き

・専門知識、技術、スキルのみに注目
・ミドルの強みが言語化されない
・マッチング先（受け入れ企業）が見つからない

・出向とはいえ片道切符
・インターンシップなど想定さえない
・合わなければ、辞めるしかない

・リストラ対象者に限定されている
・退職が決まった後、短期間で
・自分らしいキャリア観形成は困難

対象を幅広く、時間をかけて

01提案

ミドルの強みを「見える化」する

02提案

ミドルこそ、本気の「お試し」が大事

03提案

ミドルと受け入れ企業のマッチング 受け入れ企業での就業体験ミドル自身のキャリア観形成
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キャリア観形成に関する提案に呼

応する取り組みとして紹介するのは、

一般社団法人社会人材学舎が５月か

ら開講した、「知命塾」だ。「自らの

人生を自らデザインし直したい人を

応援する」というプログラムの内容

を、代表理事の１人である野田稔氏

に聞いた。

一期生として集まったのは９人。

大手企業の部長経験者が多く、大半

は50代以上で40代も含まれる。個

人で費用負担して参加した人と、自

ら手を挙げ、費用については全額や

一部を企業が負担する人がいるとい

う。「手を挙げれば、40代でも50代

でも入塾できる」というように、門

戸は広く開かれている。

常識の枠を壊し 

進む方向を明確に

プログラムは６カ月間で、夜間や

週末を活用する通学と、３回の合宿

で構成される。無意識のうちに囚わ

れている常識の枠を壊す、自らの進

むべき方向を明確にする、新天地で

活用できる実践的なスキルを身につ

けるなど、多彩なカリキュラムが体

系的に用意され、自分らしいキャリ

ア形成を可能にしている。

中高年が今後のキャリアのあり方

を再考するとき「自分は何をしたい

かというwillから手をつけるのは、

実はハードルが高い」と野田氏は言

う。「知命塾ではできること、canを

明確にし、自信を持つことから始め

ます」。canには子どものころからそ

れが楽しい、得意という「原点の

can」と、働き出してから身につけた

「大人のcan」があるという。

原点のcanについては受講者同士

がペアになり、インタビューして深

掘りしていく。「人から質問される

ことで、そういえばこんなcanがあ

ったと、自らを再発見していきま

す」（野田氏）

大人のcanでは「たとえばプラズ

マディスプレイの発光体素材の研究

者なら、化学素材を混ぜる技術、プ

ロセスマネジメントのスキル、検査

に関する知識というように、canを

因数分解していきます」

こうして明確になった原点と大人

のcanを組み合わせ、どんな仕事に

生かせるのかを考える。ここでも本

人だけでなく受講者同士４、５人で

話し合う。原点のcanのインタビュ

ーもそうだが、岡目八目が視野を広

求められる取り組みとは
新提案に呼応する胎動を追う

社会人材学舎
代表理事

野田稔氏

リクルートキャリア
ビジネスフェロー

青山銀二氏

職業人生の後半、どんなキャリアを描いていくのか。
「50代から」「退職が決まってから」考えるのでは、遅すぎないだろうか。

対象を幅広く、時間をかけて

01提案 ミドル自身のキャリア観形成
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げ、思考を柔軟にする点がプログラ

ムの特徴といえる。

ある商社マンには「国連の紛争調

停人」というアイデアが飛び出した

という。「実際その仕事を目指さな

くても、自分の経験や力はいろいろ

な場で生かせると、自信につながっ

ていきます」（野田氏）。こうした

canの探索は志フェーズの最後、リ

フレクションキャンプという合宿で

進められる（右図）。

新しい就職希望先へ 

自らを売り込む

次の実践フェーズでは新天地で武

器となるスキルを身につけ、いよい

よ新天地を自ら探し、売り込んでい

く挑戦フェーズとなる。「２つのcan

の組み合わせから見出したキャリア

プラン、就職希望先の事業分析、そ

して自分がそこでやりたい仕事を提

案にまとめる。これも受講生同士で

添削します」。受講生の人材紹介も

手がけ、既に「プロポーザルを聞き

たい」という中堅中小企業、NPOな

どが約40社あるという。

時間をかけて自分らしいキャリア

を形成するには、早めの始動も必要

だ。50代の受講生が多いという知命

塾だが、野田氏はできれば42歳、遅

くとも45歳までにキャリアのあり

方を考える機会を持つべきだという。

「42歳は人生と会社人生の真ん中、

正午に当たる。午前を振り返り、午

後は何をテーマに生き、働くかを考

えるタイミングなのです」

リクルートの再就職支援会社、リ

クルートキャリアコンサルティング

の社長を経て、現在はリクルートキ

ャリアのビジネスフェローとしてミ

ドルシニア領域の事業開発に携わる

青山銀二氏も、40代からのキャリア

観形成という考えに同調する。「大

手企業の40代は、今の会社でどこま

で昇進できるか、ある程度見えてく

るころ。会社に残るにせよ、外に出

るにせよ、持ち味のどの部分を磨き、

どこで活躍していくのかを考えるべ

き時期」と話す。

実際は55歳の役職定年の５年前、

50歳前後にキャリアについて考え

る研修を実施する企業が目立つと青

山氏は言い、「40代でその後のキャ

リアについて考えさせると、優秀な

人材から社外に出て行くのではない

かと考えているかもしれない」と企

業側の胸の内を推測する。

確かに、幅広い40代にキャリア観

の形成支援をすれば、なかには会社

を飛び出す人も出るかもしれない。

だがそうした人材の活躍が、「人材

輩出企業」というブランドづくりに

貢献するとは考えられないだろうか。

数多いバブル世代全員の雇用保障が

困難であるなら、そうした発想の転

換も必要だろう。

自分らしいキャリア観形成には時が必要
42歳、遅くとも45歳が“適齢期”

■ 「知命塾」プログラムの流れ
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容
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を
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え
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す
る

スタートアップ
キャンプ

1泊2日　合宿

想
い
を
高
め
る

前期授業

1.5カ月　通学

自
己
を
内
省
す
る

リフレクション
キャンプ

1泊2日　合宿

後期授業

1.5カ月　通学

翼
を
広
げ
る

チャレンジ
キャンプ

2泊3日　合宿

マッチング

ゼミ

3カ月　通学

挑　

戦

助　

走

志

実　

践

出典：社会人材学舎提供
の資料を基に編集部作成

プログラムは6カ月間。
夜間や週末を活用する
通学と、３回の合宿で
構成される。
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専門的な知識や経験、マネジメン

ト能力といった枠では捉えきれない、

ミドルならではの強みがあるはずだ

――。「ミドルの強みを見える化し

たい」という問題意識から人材サー

ビス産業協議会（JHR）が研究・開

発したのが、ここで紹介する「ミド

ルマッチフレーム」だ。

JHRは、求人広告、職業紹介、派

遣、請負の事業に携わる５つの業界

団体で構成されており、人材サービ

ス産業に関わる業界横断的なテーマ

について、調査、研究、提言や政策

立案をしている。「ミドル世代の流

動化」は、同協議会が進めるプロジ

ェクトの１つとなっている。

なぜ「ミドル世代の流動化」に、

プロジェクトとして注力するのだろ

うか。同協議会副理事長の高橋広敏

氏は、これまでの人材サービス産業

が主に対象としてきたのは、対企業

の採用支援にせよ、対個人の就職・

転職支援にせよ、若手人材が中心だ

ったと振り返る。「ミドル以上の転

職については、再就職支援会社に任

せきりだった部分があります」

だが労働人口の高齢化が進む日本

の状況を考えると、「ミドル人材が

これまで培ってきたキャリアをでき

るだけ生かした形で流動化していか

なければ、人的資源の活用は進まな

くなる」と高橋氏は言う。

従来の人材サービス産業は 

スキルやスペックに偏重

「〇〇業界、△△職種で経験を積ん

だ」「××な専門知識、スキルを持っ

ている」「そんな人材を、年収いくら

で、こんな職位で迎えたい」。若手を

主な対象とする人材サービス産業で

は、スキルやスペックによるマッチ

ングが進められてきた。

だが、そうしたマッチングでは、

「同じスキル・スペックなら人件費

を抑えられる若手で」という傾向は

変わらないだろう。「だからミドル

世代の流動化には、ミドルが培って

きた強みを見える化する物差しが必

要だと考えたのです」（高橋氏）

ミドルの強みを見える化するマッ

チング要素として注目したのが、専

門知識・技術以外の「社外でも通用

する能力」のなかで、「仕事のし方」

と「人との関わり方」、そして本人の

新しい環境への「適応のし方」とマ

ッチングしようとする「職場の特徴」

からなる、「適応可能性」という要素

だった。

「仕事のし方」は「現状の把握」「計

画の立案」「状況への対応」など５つ

の細目に分かれており、仕事が進ん

でいく前工程から後工程の、どこに

強みがあるのかを見る。

「人との関わり方」については、ミ

ドル人材となると、とかくマネジメ

ント経験の有無といった部下の管理

に目が行きがちだが、顧客や社外関

係者との調整や合意形成、上司、関

係部署とのコミュニケーションなど、

全方向の対人スキルを視野に入れて

いる。

適応可能性では「指示を待つので

はなく、自らの意思で積極的に行動

できるか」「謙虚に他者の意見に耳

を傾けられるか」など、どのように

新しい環境に適応するタイプなのか

を見て、組織における仕事の進め方

の特徴を把握。どんな組織なら適応

しやすいのかも確認する。

こうした特徴を持つミドルマッチ

フレームは、約１年をかけて作られ

た。まず海外の先行研究や、ミドル

の転職支援経験があるキャリアカウ

ンセラーらの意見などを参考に、注
人材サービス産業協議会
副理事長

高橋広敏氏

これまで「見える化」されてこなかった、ミドルの強み。
物差しができれば、どんな人材を求めるかも明確になる。

ミドルの強みを「見える化」する

02提案 ミドルと受け入れ企業のマッチング
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目する要素の仮説を立てた。

転職経験のあるミドル約300人や、

中高年を採用した企業の担当者約

1000人へのアンケートによる仮説

の検証、ミドルの職業紹介の現場で

フレームを試用するといったステッ

プを踏み、2013年までにフレームに

沿った求人企業向け、求職者向けの

ヒアリングシートも整備している。

次の段階としては、「求人情報を

集める営業担当者やキャリアカウン

セラーがこのフレームを使いこなし、

『ミドルを採用してみよう』と顧客

に思わせる提案をできるようにする

必要がある」と高橋氏は話す。

たとえば「〇〇な経験のある若手

を、年収××万円で採用したい」と

いう顧客に、「そもそもその人材は、

どんな課題を解決するために採用す

るのか」と、ミドルマッチフレーム

を念頭に置きながらヒアリングし、

「そのような役割を期待する人材な

ら、若手よりもミドルのほうがぴっ

たりです」と逆提案するような動き

が求められる。

採用側が求める人物像の 

明確化にも貢献する

このため今年度は、各社の営業担

当者やキャリアカウンセラーを対象

に、ミドルマッチフレームを理解し、

現場でのマッチングに生かす研修プ

ログラムの開発と実施を予定してい

る。厚生労働省のキャリアチェンジ

に向けた汎用的スキル把握やキャリ

ア・コンサルティング技法開発を目

指す事業をJHRが受託。約500人の

受講を目指している。

みずほ情報総研のコンサルタント、

田中文隆氏は「中小企業は恒常的に

人材不足。ミドルの果たす多様な役

割に着目し、大手企業のミドルを採

用したいと考える企業は多い。一方

で、採用しても、能力を発揮させる

雇用管理ノウハウの蓄積が乏しい」

と話す。求める人物像が明確でない

ことから超ハイスペック人材を求め

てしまい、うまく採用につながって

いないという。ミドルマッチフレー

ムのような仕組みが普及すれば、採

用する企業側の求める人物像の明確

化にも貢献するだろう。

強みを「見える化」する物差しを開発
ミドルの採用を提案する根拠に

■ ミドルマッチフレームの全体像

ポ
ー
タ
ブ
ル
ス
キ
ル

　（社
外
で
も
通
用
す
る
能
力
）

環
境
・
組
織
へ
の
適
応
可
能
性

適応のし方

環境に受動的に順応するのが得意なの
か、自ら周囲に働きかけながら適応し
ていくタイプなのかなどを確認

職場の特徴

どのような組織であれば
適応しやすいかを確認

現状の把握

課題の設定

計画の立案

課題の遂行

状況への対応

仕事のし方

仕事における前工程～後工程のどこが
得意かを見ていく

専門知識・専門技術

社外対応

社内対応

部下マネジメント

人との関わり方

マネジメントだけでなく、経営層や上
司、顧客など全方向の対人スキルを見
ていく

出典：人材サービス産業協議会「ミドルのチカラ」

「社外でも通用する能力」のなかの「仕事のし方」と「人と
の関わり方」、「適応のし方」と、「職場の特徴」からなる、「適
応可能性」が、新たに注目した要素だ。
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マッチングに関する提案02では、

ミドルならではの強みを見える化す

ることを提示した。そこで注目しよ

うとしている「仕事のし方」「人との

関わり方」も、その人の持ち味は実

際働いてみてこそよくわかる性質の

ものだろう。

ここでは「お試しで働いてみる」

を出向、インターンシップという枠

組みを通じて志向している事例を紹

介したい。

出向を通じた試みを始めているの

が、リクルートキャリアのミドルシ

ニア領域開発グループが取り組んで

いる「キャリアビュー」だ。

出向には転籍前提で、出向元に戻

ることは最初から想定していない、

いわゆる「片道切符」もあるが、キ

ャリアビューが想定する出向は、必

ずしもそうではない。「会社として

貴重な戦力である40代の社員に、2

年程度の出向という形で、社内では

得難い能力開発やキャリア開発の機

会を用意しませんかと、大手企業を

中心に声をかけました」。ミドルシ

ニア領域開発グループマネジャーの

小山秀幸氏は説明する。現状、４社

から約100人の候補者リストを出し

てもらっているという。

過去の事例を当たり 

受け入れ先を探索

リクルートキャリア側はリストア

ップされた一人ひとりのスキルや経

歴をチェック。系列の人材紹介会社

などで類似の経歴を持つミドルが、

どんな業界のどんな企業に転職して

いるのかデータを収集し、その会社

や類似する業態の会社に、出向の受

け入れ意向の有無を確認する。現在、

約10社に受け入れを依頼している

段階だという。「今年度中に30人程

度の出向成立を目指している。その

ため候補者リストも、受け入れ企業

も数を増やしていきます」（小山氏）

ある大手IT企業もこの試みに参

加している。昇進ポストは限られ、

報酬も大幅アップが見込めない人が

増えるなか、50代にさしかかるバブ

ル世代のモチベーション維持をいか

に図るかが課題だ。一方で世代継承

のため、下の世代にもより高いレベ

ルの仕事を経験させていく必要があ

るという。

そうした課題も念頭に置き、在籍

している社員の配置について、グル

ープ会社へのシフトを進めるととも

に、グループ外への出向の拡大を検

討している。同社の人事部長は、「従

来もグループや関係会社への出向は

進めているが、今回のキャリアビュ

ー参加は、その選択肢を増やす意味

合いがある」と参画の意図を話す。

この事業に携わるリクルートキャ

リアのビジネスフェロー、青山銀二

氏は「送り出し元、受け入れ先、出

向者が、win－win－winとなれる

リクルートキャリア
ミドルシニア領域開発G
グループマネジャー

小山秀幸氏
walkntalk
代表取締役

端羽英子氏

20年の計を立てるためにも、見えにくい強みを確かめるためにも。
ミドルのセカンドキャリアにこそ、「お試し」の機会が求められる。

ミドルこそ、本気の「お試し」が大事

03提案 受け入れ企業での就業体験
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関係を模索する必要がある」と説く。

“三方一両得”な関係  

実現する必要がある

たとえば従業員1000人規模の会

社では優秀なシステム担当者の採用

に苦労するケースが多い。そこに大

手企業のプロジェクトマネジャー経

験者が出向すれば「システム更新プ

ロジェクトなどがあれば、期限付き

でも受け入れ先は大歓迎でしょう」

個人側もユーザーの立場で仕事を

する経験は、自身の成長という観点

で良い機会になり得る。その人材が

成長して戻れば、送り出し企業にも

喜ばしいことだ。「こうした成功例

を実現するためにも、40代の戦力と

して期待できるミドルを、期限付き

で送り出すという前提は欠かせませ

ん」。成功例の積み重ねが「ミドルイ

ンターンシップ」とでも呼べるよう

なブランド化につながり、企業を超

えて人を育てたり、結果として個人

の新たな活躍の場を発見したりする

ようなモデルとなることを期待して

いると、青山氏は話す。

ミドルがベンチャーで週末にイン

ターンシップをする試みを実現した

のが、「ビザスク」というネットサー

ビ ス を 提 供 す る ベ ン チ ャ ー、

walkntalkだ。

この「ベンチャー週末インターン

シップ」は2013年度、大企業などで

働くスキルと経験を持つミドルを、

成長分野の企業に送り込む仕組みづ

くりを狙った、経産省の「多様な『人

活』支援サービス創出事業」に採択

された。

「ビザスク」は自らの仕事を通じて

知識やノウハウを培った個人と、そ

ういう個人に話を聞き、アドバイス

が欲しい企業や個人をマッチングす

るサービスだ。希望する専門分野に

ついて、１時間単位を基本にインタ

ビューを依頼できる。利用料金は内

容や専門性に応じて、数千円から10

万円程度まで幅があるという。

walkntalkの代表取締役、端羽英

子氏は「人事分野なら制度設計、中

途採用、研修の企画というように、

さまざまな分野のプロにアドバイス

を受けられます」と説明する。2013

年からサービスを始め、現在約2000

人が登録しているという。「ビザス

ク自体、大手企業の人材が持つ知識

やノウハウを、ベンチャーや新規事

業に挑もうとする企業がもっと活用

できないかと始めた事業。経産省の

事業と目指すところは一緒だと思い、

応募しました」（端羽氏）

経産省事業の約６カ月間のプログ

ラムには35歳から45歳までの10数

人が参加（次ページの図）。正社員と

現役戦力のミドルを期限付き出向
リストラモデルとは違う形を模索

■ キャリアビューの全体像

送り出し企業 受け入れ企業

リクルート
キャリア

①候補者リストを提示

②候補者の経歴などを基に、
受け入れ企業を探索

③出向受け入れを依頼

④出向

・2年程度の期限付き
・期限が来れば送り出し企
業に戻る

・本人と受け入れ企業が相
思相愛なら転籍も

人材サービス企業グル
ープとしての蓄積デー
タを活用し、期限付き
の出向であることがキ
ャリアビューの特徴

出典：小山秀幸氏への取
材を基に編集部作成



3 6 N o . 1 2 6   O C T  - - - -  N O V   2 0 1 4 3 7N o . 1 2 6   O C T  - - - -  N O V   2 0 1 4

方針が不透明なときこそインターンシップ
普及には兼業禁止規定が足かせに

それ以外（休職中などを含む）の比

率は半々だったという。うち５人が

インターンシップ先のマッチングま

で進んだが、内容や日程が希望と合

わず、結局最終的にインターンシッ

プまで進んだのは１人だけだった。

「夏休みにインターンシップができ

ないという時期的な問題、私たちの

知名度のなさ、PR不足などが重な

ってしまいました」（端羽氏）

週末にベンチャー体験 

別の道を模索する

試行とはいえ盛況とはいい難い結

果だが、それでも端羽氏は、ミドル

がインターンシップをすることの意

義がいくつか見えてきたと話す。

インターンシップまで進んだミド

ルは、金融系企業に勤務していた。

それまでの経歴からいえば、ベンチ

ャーなら経理の責任者などで迎えら

れる転職がよく見られるパターンだ。

「ですがその方は、現場で事業を企

画したり推進したりといった、別の

道はないかと模索されていました」

ビザスク側もそうした要望に応え

られそうなベンチャーを紹介。本人

もいくつかある課題から、新サービ

ス実現に必要な情報収集や仕組みを

検討する課題を選択していたという。

インターンシップを始める前には、

ビザスクの仕組みを使って色々な分

野の経験者にインタビューできるよ

うにしていた。「周りに経験者がい

ないということで、ベンチャー転職

経験者にキャリア相談をされている

方もいました」（端羽氏）

このように本人はキャリアの方針

がまだ明確でない段階で、将来の選

択肢を模索するような場合に、イン

ターンシップによる「お試し」は特

に効果があるようだ。「ミドルのキ

ャリア研修のプログラムとして、ベ

ンチャーでのインターンシップを組

み込むことなどが考えられるのでは

ないでしょうか」と、端羽氏は話す。

同社はこの試行の経験も踏まえ、

現在はビザスクの仕組みで、多彩な

経験のあるミドルやシニアと、彼ら

の意見やアドバイスを聞きたい企業

のマッチングを進めている。これも

「お試し」の一形態といえるだろう。

インターンシップをミドルのキャ

リアの模索に活用していくことを考

えるとき、何が障害となるのだろう

か。就業規則の副業禁止規定の問題

は大きいと端羽氏は言う。「今回の

プログラムでもインターンシップは

無報酬にしていましたが、副業禁止

規定に配慮したということでした。

長期雇用維持は崩れてきているのに、

副業禁止は維持されているというの

はフェアではないと感じます」

ミドルが自身の手でキャリアの可

能性を広げていくことを支援するた

めにも、副業禁止規定は緩めていく

必要があるのではないだろうか。
ビザスクを活用して転職者の経験談
などを聞き、その後インターンシッ
プを始める。課題に必要なノウハウ
獲得にもビザスクは利用された。 出典：端羽英子氏への取材を基に編集部で作成

■ ベンチャー週末インターンシップのスケジュール

2013 年 9 月 10 月 11 月 12 月 2014 年 1 月 2 月

ビザスクを活用してインタビュー

週末インターンシップ

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
受
け
入
れ

ベ
ン
チ
ャ
ー
を
公
開

・同じ業種からベンチャーに
　転職した人に経験談を聞く
・インターンシップの課題に
　答えるため、必要なノウハ
　ウを経験者に聞く

・用意された複数テーマ
　ら興味のあるものを選択
・対面での打ち合わせは
　回。週末や平日夜などに
・メールによる打ち合わ
　も併用
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まとめ

うまくいっている事例も多数あるにもかかわらず、

リストラ、追い出し部屋など、ミドルの転職には後ろ

向きのイメージがつきまとう。その背景には、企業の

人員削減という経営判断が、社員が昨日まで期待して

いたのとは異なる、しかも、決して容易ではなく望み

もしない未来を突きつけることがある。

ミドルの転職が難しい4つの理由

ミドルの転職が難しい理由は4つある。第1に企業

と一蓮托生となっているミドルのキャリア観。第2に

そのようなキャリア観が浸透している中で、不要な人

材とみなされること。第3に若いころの働きを、年を

とってから回収する年功制賃金。第4に未成熟な外部

労働市場。これらはいずれも日本型雇用システムの特

徴でもある。つまり、ミドルの転職は日本型雇用シス

テムと相性が悪いのだ。

ところが現状、日本のミドルには、人員整理後の再

就職支援サービスなど「ふつう」の転職方法しかない。

ここでいう「ふつう」とは、リストラ時のアウトプレ

ースメント会社の活用や転職活動といった、もともと

流動性が高い欧米で浸透しているやり方のことだ。だ

が安定雇用が根づいてきたメンバーシップ型の日本で

は、もっと丁寧な日本流のやり方が必要なはずだ。

この第2特集は、こうした問題意識からスタートし

た。日本でミドルの転職を円滑にするためには、欧米

のような「スパッと右から左へ」という転職ではなく、

日本の慣行に即したマイルドな仕組みを作り上げる必

要がある。提示した提案の骨子は、ローパフォーマー

だけでなく、転職成功が見込める社員まで対象を広げ、

時間をかけて社員のキャリア意識を醸成し、多角的な

能力・持ち味の把握によって個人と受け入れ企業をマ

ッチングし、両者の相性を丁寧に見極める方法論が必

要ということである。

雇用の継続性と流動性、どちらを取るか？

企業がミドルのセカンドキャリア問題に向き合うに

際して、もう1つ重要な論点がある。それは、雇用の

継続性と流動性のどちらを取るのかということだ。

セカンドキャリア研修などの導入の際、企業は社員

の離職が促されるのではないかと危惧する。確かに、

その可能性は否定できない。だが、継続雇用を前提と

すれば、社員の会社への依存度は高いままだ。企業は、

人材輩出を考えることは、人材のリテンションを本気

で行うこととトレードオフとなることを認識する必要

がある。実際、欧米企業は、給与、仕事内容、キャリア

パスなど、あらゆる角度から、優秀な社員の引き留め

にかかる。

ただし、日本企業には朗報がある。安定雇用が根づ

いてきた企業では、社員のロイヤリティが高い。社内

に「同じ会社で働き続けることが是」という価値観が

あることを、有望な社員ほど理解している。そのため、

セカンドキャリア施策の導入が、ただちに社員の流動

性を高めるわけではなく、そうなるまでにタイムラグ

が生じる。企業は、このタイムラグを生かして、リテ

ンションのための次の一手を打つことができる。

今回、紹介した事例は必ずしも転職を前提としてお

らず、そのまま企業に残り、活躍してもらうことも意

図されている。継続雇用であっても、いずれほかの企

業に移るとしても、活躍できるミドルを増やすことが、

今企業に求められている。

「セカンドキャリア問題」が問いかける
日本型雇用システムのこれから

リクルートワークス研究所
主任研究員

中村天江




